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            主     文 

       １ 原判決主文第３項から第５項までを次のとおり変更 

         する。 

         被上告人のその余の請求をいずれも棄却する。 

       ２ 訴訟の総費用は被上告人の負担とする。 

            理     由 

 令和４年（行ヒ）第３５２号上告代理人清水幹裕、同溝内健介、同清水光及び同

第３５３号上告代理人春名茂ほかの各上告受理申立て理由について 

１ 被上告人は、被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一

部を改正する法律（平成２４年法律第６３号。以下「一元化法」という。）の施行

日（平成２７年１０月１日。以下「一元化法施行日」という。）前から、厚生年金

保険法（以下「厚年法」という。）附則８条の規定によるいわゆる特別支給の老齢

厚生年金（以下「特老厚年金」という。）及び地方公務員等共済組合法（一元化法

による改正前のもの。以下同じ。）附則１９条の規定によるいわゆる特別支給の退

職共済年金（以下「特退共年金」という。）の支給を受けていたが、厚生労働大臣

及び上告人共済組合から、特老厚年金及び特退共年金の各一部につき平成２８年５

月分から支給停止とする処分を受けた。また、被上告人は、厚生労働大臣及び上告

人共済組合から、特老厚年金及び特退共年金を平成２９年４月分から減額する各処

分を受けた。 

本件は、被上告人が、上告人らを相手に、上記各処分のうち特老厚年金の一部を

支給停止とする処分を除く３個の処分（以下、この３個の処分を併せて「本件各処
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分」という。）の取消しを求めるとともに、上記支給停止に係る特退共年金の支払

を求めるなどする事案である。 

２ 特老厚年金及び特退共年金の支給等に関する法令の定め及び制度の概要は、

次のとおりである。 

特老厚年金及び特退共年金は、６５歳未満の者であっても、６０歳以上であるこ

となどの所定の要件を満たす場合に支給されるものである（厚年法附則８条、地方

公務員等共済組合法附則１９条）が、いずれも、その受給権者が在職して賃金を得

ている場合には、その一部又は全部の支給停止（以下「在職支給停止」という。）

がされることがある。 

一元化法の施行前は、特退共年金の在職支給停止の要件は特老厚年金の在職支給

停止の要件と比べて厳格であったが、一元化法により、前者は後者に合わせること

とされ、これに伴い、特退共年金の受給権者につき、在職支給停止による減額幅に

上限を定めるなどの配慮措置が設けられた。 

上記配慮措置のうち、特老厚年金の受給権者であって特退共年金の受給権者であ

るものが、一元化法施行日の前後において厚生年金保険の被保険者資格を有してい

る場合における特老厚年金の在職支給停止に係るものについては、一元化法（令和

２年法律第４０号による改正前のもの）附則１５条２項が規定している。同項の適

用範囲については、「被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の

一部を改正する法律の施行に伴う厚生年金保険の保険給付等に関する経過措置に関

する政令」（平成２７年政令第３４３号）５０条（以下「本件規定１」という。）

が規定しており、特老厚年金の受給権者であって特退共年金の受給権者であるもの

が厚生年金保険の被保険者（第一号厚生年金被保険者に限る。）であって一元化法

の「施行日前から引き続き当該被保険者の資格を有するもの」であるときに同項が

適用されるものとしている。 

また、上記の場合における特退共年金の在職支給停止に係る配慮措置（以下、上

記の特老厚年金の在職支給停止に係る配慮措置と併せて「本件配慮措置」とい
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う。）については、一元化法（令和２年法律第４０号による改正前のもの）附則１

７条２項において準用される同附則１５条３項（「被用者年金制度の一元化等を図

るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律及び地方公務員等共済組合法及び

被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律の

一部を改正する法律の施行に伴う地方公務員等共済組合法による長期給付等に関す

る経過措置に関する政令」（平成２７年政令第３４７号。令和３年政令第２２９号

による改正前のもの）３６条１項による読替え後のもの。以下「本件規定２」とい

う。）が規定しており、特老厚年金の受給権者であって特退共年金の受給権者であ

るものが一元化法の「施行日前から引き続き改正後厚生年金保険法第２７条に規定

する被保険者…であるもの」に当たるときには、一元化法（令和２年法律第４０号

による改正前のもの）附則１５条２項の例によるものとしている。なお、厚年法

（令和２年法律第４０号による改正前のもの）２７条は、同条の規定する被保険者

には被保険者であった７０歳以上の者であって所定の要件を満たすものを含むもの

としている。 

３ 原審の適法に確定した事実関係等の概要は、次のとおりである。 

⑴ 被上告人（昭和▲年▲月生まれ）は、昭和５６年４月１日に東京都の教員と

して採用され、上告人共済組合の組合員資格を取得し、平成２４年９月に特退共年

金の受給権を取得したが、在職中であったことなどから、同年金は在職支給停止と

された。被上告人は、平成２５年３月３１日に定年退職したことにより、上記資格

を喪失するとともに、特退共年金を同年４月分から受給することとなった。 

⑵ 被上告人は、平成２５年４月１日、東京都の日勤講師に任命され、東京都立

Ｂ高等学校（以下「Ｂ高校」という。）での勤務を開始した。都立高等学校につい

ては各校がそれぞれ厚生年金保険の適用事業所であるところ、被上告人は、同日、

Ｂ高校を適用事業所とする厚生年金保険の被保険者資格を取得した。 

被上告人は、平成２６年４月１日に特老厚年金の受給権を取得し、同年金を同年

５月分から受給していた。 
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被上告人は、一元化法施行日（平成２７年１０月１日）以降、本件配慮措置の適

用により、特老厚年金及び特退共年金の全額を受給していた。 

⑶ 被上告人は、平成２８年３月３１日、Ｂ高校での勤務を終了し、同年４月１

日、日勤講師として、東京都立Ｃ高等学校（以下「Ｃ高校」という。）での勤務を

開始した。これにより、被上告人は、同日、Ｂ高校を適用事業所とする厚生年金保

険の被保険者資格を喪失し、Ｃ高校を適用事業所とする厚生年金保険の被保険者資

格を取得した。 

⑷ 厚生労働大臣は、被上告人がＢ高校を適用事業所とする厚生年金保険の被保

険者資格を喪失したため特老厚年金に係る本件配慮措置の要件を満たさなくなった

として、平成２８年６月７日付けで、被上告人に対し、特老厚年金の一部を同年５

月分から在職支給停止とする処分をした。また、厚生労働大臣は、平成２９年６月

１日付けで、被上告人に対し、物価の下落を理由として、特老厚年金を同年４月分

から減額する処分をした。 

上告人共済組合は、被上告人がＢ高校を適用事業所とする厚生年金保険の被保険

者資格を喪失したため特退共年金に係る本件配慮措置の要件を満たさなくなったと

して、平成２８年７月７日付けで、被上告人に対し、特退共年金の一部を同年５月

分から在職支給停止とする処分をした。また、上告人共済組合は、平成２９年６月

１日付けで、被上告人に対し、物価の下落を理由として、特退共年金を同年４月分

から減額する処分をした。 

４ 原審は、上記事実関係等の下において、要旨次のとおり判断し、本件各処分

は違法であるとしてその取消請求を認容するとともに、特退共年金の支払請求の一

部を認容した。 

複数の適用事業所を有する法人内での異動等により適用事業所が変更になった

が、引き続き同一法人内において継続して就労しており、給与に関する雇用条件が

異ならないような場合には、本件規定１に規定する者及び本件規定２に規定する者

と同視して、本件配慮措置の適用があるものと解するのが相当であるところ、本件
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は上記の場合に当たるから、被上告人の平成２８年５月分以降の特老厚年金及び特

退共年金に本件配慮措置を適用すべきである。 

５ しかしながら、原審の上記判断は是認することができない。その理由は、次

のとおりである。 

⑴ 本件規定１は、本件配慮措置を適用するための要件の一つとして、一元化法

施行日の前から引き続き厚生年金保険の被保険者資格を有する者であることを定め

ているところ、厚年法は、原則として、適用事業所に使用されること又は使用され

なくなることを厚生年金保険の被保険者資格の得喪事由とし（６条１項、９条、１

３条１項、１４条２号等）、厚生年金保険の被保険者資格を個々の適用事業所ごと

に把握することとしているものと解される。そうすると、本件規定１にいう「施行

日前から引き続き当該被保険者の資格を有するもの」とは、一元化法施行日の前か

ら有していた特定の適用事業所に係る厚生年金保険の被保険者資格を同日以後も継

続して有する者をいい、同日の前から特定の適用事業所に使用されていたが、同日

以後に別の適用事業所に使用され、当該特定の適用事業所に使用されなくなったこ

とにより、当該特定の適用事業所に係る厚生年金保険の被保険者資格を喪失した者

を含まないと解するのが、上記のような厚生年金保険の制度の仕組みと整合的であ

り、本件規定１の文理にも沿うものといえる。 

原審は、適用事業所が変更になった場合であっても、その前後における雇用条件

等に係る具体的な事実関係によっては、なお本件規定１に規定する者と同視すべき

ものとするが、このように解することは、年金に係る大量の事務を画一的かつ公平

に処理する必要性を踏まえて本件配慮措置の適用範囲を明確にするという本件規定

１の趣旨にそぐわないことに加え、厚年法及びその関係法令上、適用事業所間で異

動があった場合に異動前の適用事業所における当該異動の時点での報酬額等を報告

することを事業主に義務付けるなどの規定は置かれていないことに照らしても、相

当とはいえない。 

以上によれば、本件規定１にいう「施行日前から引き続き当該被保険者の資格を
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有するもの」とは、一元化法施行日の前から有していた特定の適用事業所に係る厚

生年金保険の被保険者資格を同日以後においても継続して有する者をいうものと解

するのが相当である。 

⑵ 本件規定２にいう「施行日前から引き続き改正後厚生年金保険法第２７条に

規定する被保険者…であるもの」についても、本件規定１と同様の文言が使われて

いることに加え、特老厚年金及び特退共年金のそれぞれについて本件配慮措置が設

けられた前記の経緯に照らせば、本件規定１にいう「施行日前から引き続き当該被

保険者の資格を有するもの」と同義に解釈されるべきである。 

そうすると、本件規定２にいう「施行日前から引き続き改正後厚生年金保険法第

２７条に規定する被保険者…であるもの」とは、一元化法施行日の前から有してい

た特定の適用事業所に係る厚生年金保険の被保険者資格を同日以後においても継続

して有する者をいうものと解するのが相当である。 

⑶ 前記事実関係等によれば、被上告人は、平成２８年４月１日、一元化法施行

日の前から有していたＢ高校を適用事業所とする厚生年金保険の被保険者資格を喪

失したというのであるから、これにより、本件規定１に規定する者及び本件規定２

に規定する者に該当しなくなったものというべきであり、被上告人の同年５月分以

降の特老厚年金及び特退共年金には本件配慮措置は適用されない。 

６ 以上によれば、原審の上記判断には判決に影響を及ぼすことが明らかな法令

の違反があり、論旨は理由がある。そして、前記事実関係等の下においては、被上

告人のその余の主張を採用することができないことは明らかであるから、被上告人

の本件各処分の取消請求は理由がなく、また、特退共年金の支払請求のうち原審が

認容した部分も理由がない。したがって、これらはいずれも棄却すべきであるか

ら、原判決主文第３項から第５項までを本判決主文第１項のとおり変更することと

する。 

 よって、裁判官全員一致の意見で、主文のとおり判決する。 

(裁判長裁判官 岡村和美 裁判官 三浦 守 裁判官 草野耕一 裁判官     
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尾島 明) 

 

 


